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要　旨
　本研究の目的は地方から都市部への移住による地域の過疎化と若者の価値観との関係を表
すモデルの構成要素を調べることである。そのためには、東北と新潟を対象地域とし若い
女子に研究の範囲を限定した上で、調査研究を行った。具体的には、回答者に「地域の過疎
化」を助長する「大学や短大、専門学校等の卒業後、地元には戻らない・戻れない」原因を
評価してもらうために、18個の指標を設け、二通りのアンケート票を作成した。一つは、回
答者が原因になると思う要素を三つ選択するというものである。もう一つは、それぞれの指
標が原因になり得る度合を抽出するために、因子分析で処理可能な11段階尺度方式の評価ア
ンケートである。調査を実施するにあたり、1・2年次の女子短大生に協力を依頼し、130人
の回答を得た。処理の際は、「出身地」、「過疎地域」と「人口」にもとづいて回答者をグルー
プ化し、記述統計学的な集計および因子分析を施し、データの処理を行った。次に、各々の
グループの特徴を表すモデルについて考察した。なお、本研究の意義は、若者とりわけ女子
から見た地方の過疎化の原因を定量化していること、モデルを構成する変数への理解のため
の基本的なデータを得ていることにある。

キーワード：地域過疎化，地方に対する若者の評価、若者の価値観，調査、因子分析による
モデルの構築

1. 序論

1.1 背景および目的

　本稿では、モデル化の観点から地域の過疎化を考えるが、その過程の中で念頭にある「過
疎地域」の概念は、過疎対策に関する一連の法律のもとで認定されている市町村のことであ
る。周知の通り、これらの緊急措置法は10年間の期限付き立法という形で施行され、昭和45
年（1970）にはじめて制定されて以来、過疎地域の要件は何度か更新された。平成26年（2014）
現在の対策法は過疎地域自立促進特別措置法である［1］。当初は、高度成長に伴った若者の
都市部への移住が地域過疎化の主たる原因［2］として法の整備が行われたが、平成2年（1990）
の改正からは少子高齢化の影響をも考慮され、人口減の要件は拡張されている。このように、
地域の過疎化の主な原因は絶対的な国の人口の減少と都市部への若者の流出である［3］。
　次に、後述の回答者のグループ化では、地方自治制度の普通地方公共団体の区分［4］を
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根拠とするが、ここでは「指定都市―50万以上」、「中核市―20万以上」、「特例市―20万以上」
と「その他の市―5万人以上」という市町村における人口の要件［5］をその分類に用いる。
それに加え、大規模な都市の周辺でも人口の減少が確認されているため［6］［7］、疑義が生
じるところではあるが、ここでは、指定都市またはそれより大きな規模の公共団体を「大都
市」とし、地方の若者の主な移住先と考える。
　以上のことを踏まえて、本研究では、人口減少［8］や政策［9］-［11］、経済への影響［12］-［14］、
現状調査［15］を主流とした従来の研究とは異なり、若者の価値観または地域に抱く期待感
と地方の若者が大都市部の「大学や短大、専門学校等の卒業後、地元には戻らない・戻れない」
理由との関係に着目し、それを表すモデルと構成変数を追究した。変数の候補は、事前調査
で選出した18個の指標である。そのためには、回答者に18個の指標の中から原因と思うもの
を3つ選んで、優先順位を付けてもらったほか、それぞれの要素を11段階で「そう思わない」
から「思う」度を評価してもらった。そして、記述統計学的集計と因子分析でモデルの変数
を構成するものを検証した。
　なお、本稿の構成は次のとおりである。第1.2節では先行研究と関連研究の概要を紹介する。
調査方法は第2章で述べる。二つに分けた第3章には、それぞれのアンケートの結果を掲げる。
そして、考察は第4章で行い、各グループのモデルを図示する。なお、第5章には結語を記す。

1.2 先行および関連研究

　地域の過疎化が問題視され始めた昭和30年代（1955頃）の主な課題は、農村部から都市部
への人材の流出である。当時の状況を知るためには、例えば、Takeuchiらの論文［16］が参
考になる。彼らは、農村部における雇用の創出や環境・農業開発の効果等について議論して
いるが、その後、時代とともに状況が変化し過疎化の原因は多様化するにつれて過疎対策は
多角的な視点から検討されるようになった［10］。本研究の対象も、地方からの若年層の流
出に起因する過疎化という範疇に属するが、専ら、働き場を含み若者が地方に対して抱く期
待感の抽出に焦点を当てている。
　過疎化とモデルの研究に関しては、Charleneら［17］はアメリカ・テキサス州の広大な草
原地域（グレートプレーンズ）に位置する群の人口減少のモデル化を試みた。その概要は次
の通りである。最初に、人口、地理、環境と社会経済の四つの概念的な要因のグループを定
義した上で、地域の1910から1990年までの人口データの解析にもとづいて、人口減少の主な
原因のみならず、人口減少と統計学的な相関のある要素を探究した。そこで、重回帰分析を
応用して年齢層、ヒスパニック系の割合、降水量、かんがい地の割合、原油の生産量、都市
部からの距離、人口、地域の経済活動の多様性、収入と高校卒業者の割合の10個の変数の重
要性を検証した。
　他方で、最近、Natalieら［18］は、人口減少における普遍的な理論の体系化への手がかり
を探る中で、人口の高齢化を加速させる変数を研究した。その結果、若年層の流出と高齢化
の相互作用が重要な役割を果していることを見出した。ただし、研究の枠組みは、ニュージー
ランドとオーストリアの人口変動の解析である。
　本研究では、記述的な統計処理に加え、因子分析を分析手法とし、人の転出が引き起こす
地方の過疎化を特徴づけるモデルに着眼して、その構成変数の特定を目指す。なお、この報
告はコンジョイント分析による著者らの研究を拡張することに注意されたい［19］。
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2. 方法

2.1 データ収集

　アンケート調査は、2016年6月下旬～ 7月末、東北地方の女子短期大学で実施された。事
前に担当教員の快諾を得て、授業の時間に、学生に対しアンケートの主旨、内容とデータの
扱いについて説明をし、協力をお願いした。学生は自らの意思で同意した上で回答をした。

2.2 回答者

　回答に協力した女子短大
生は1と2年次の130名で、
年齢の範囲は18～20歳で
ある。また、学生の学習分
野は、社会系、言語学系と
史学系で、過去のデータを
根拠とすると、卒業後の主
な進路はサービス業になる
と考えられる。茨城県の人
口10万人ほどの自治体出身
の学生1名を除き、回答者
の出身地は、東北地方と新
潟県である。自治体のホー
ムページに掲載の人口、公
式の過疎地域市町村等一
覧［20］と前述の自治体の
区分をもとに、図1に示す
ように回答者のグループ分
けをした。具体的には、過
疎市町村の部類に属し、人
口が7万人以下の地域出身
の回答者は28名で、全体の
21％を占める。非過疎市町
村は、「5万未満」、「5万以
上で20万未満」と「20万
以上」の3つのグループに
分けられ、それぞれの回
答者数と占有率は、34人
（26％）、36人（28％）と33
人（25％）である。このよ
うに人数が格別に特定のグ
ループに偏っていないため、
それぞれのグループの特徴
づけ（モデル化）が期待さ
れる。 

図 1　回答者の出身地の特徴

図 2　アンケートの評価項目（18の指標）
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2.3 調査の内容

　アンケート調査の主旨は、回答者の目線または地元（出身地）や周辺地域の例を参考にし
ながら、過疎化の原因となり得る「大学や短大、専門学校等の卒業後、地元には戻らない・
戻れない」という現象を追究することである。そのためには、図2に示す18個の指標を設け、
三種類の調査からなるアンケート票を作成したが、本報告ではそのうちの二つのみの結果に
ついて論じ、残りのデータは別の機会に割愛する。
　さて、一つ目の調査では、図2の表の右側に順位の欄を追加して、『あなたが主な原因だと
思うものを三つ選んで、「順位」の欄に、一番だと思うものには「1」、二番には「2」と三番
には「3」の数字を書いてください。』という指示を与えた。
　一方で、二つ目の調査では、すべての指標に対し、その下の段落に0～ 10の数字を加筆し
て、回答者に『下記の要因はどの程度原因になっているとあなたは思いますか設問に続く数
字を一つ選択してください。数字の解釈は、値が大きくなるにつれ、あなたの考え方を表す
ものという意味です。』と命じて、これらの要素を評価した。
　これらに加え、アンケートは無記名ではあったが、集計に必要とされた回答者の基本的な
情報を記述する部分も設けた。ここでは、性別、年齢、出身地と家族構成について尋ねた。

2.4 分析方法

　データの解析の際は、Windows 8.1搭載のパソコンとマイクロソフト社のエクセルを使用
したが、因子分析では、フリーウェアの多変量分析アッドイン［21］を活用した。
　最初に、一般的なクロス集計で一つ目のアンケート票のデータを集計した。原因の順位に
関わらず、原因1～ 3のいずれかに入っているものを「原因（総計）」としたほか、「原因1」、「原
因2」と「原因3」のそれぞれの集計を求めている。また、順位間の関係を見るために、「原因1」
に対する「原因2」の内訳を求め、グラフで表現した。
　次に、因子分析で二つ目の調査のデータを加工した。しかし、探索的因子分析では、「ス
クリープロット」と予め決めた「固有値」の値で固有値の個数を決定するのは困難なので、「バ
リマックス」方式で「因子負荷量」を回転し、因子負荷量の「累積寄与率」を判断基準とせ
ずに、妥当とされている70％［22］を累積寄与率の最低値とし、その値に達するように因子
の個数を指定しながら試行錯誤的に処理を繰り返し、その要求を満たす最少の因子個数を以
後の処理で使用した。そこで、Q1 ～ Q18の指標と因子との関係を表す因子負荷量に基づい
て因子をグループ化し、モデルの変数とする。その時、因子の「共通性」をある程度担保す
るために、0.4より大きな因子量のみが使用された。
　なお、ここでは、因子の数が比較的に多く、これらの組み合わせの数が膨大になるため、
回答者の「因子得点」による回答者の「タイプ」別に分類する作業は行っていないことに注
意されたい。

3. 結果

　本節では、アンケートの調査結果を提示する。それぞれの回答者のグループに対する原因
の集計、原因の内訳と因子分析の結果に分けて述べる。

3.1 要素の原因度の集計

　図３は順位に関係なく原因とされた要素、および一から三番の原因とされた指標の集計を
示す。最上位の表「全回答者」は、地域と人口によるグループ化をせずにすべてのデータの
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集計を意味する。
　最初に、優先順位に関係なく原因
とされた指標を見ると、グループ「非
過疎・5万未満」のQ2（「所得があっ
ても収入が低いこと」）を除き、最
も多いのがQ1（「就職がないこと」）
である。しかし、一番の原因（「原
因1」）では、全グループにおいてトッ
プの指標はQ1である。
　逆に、「原因2」では最上位の要素
は互いに異なるが、「全回答者」に
おいてはQ4（「やりたいことや活躍
の場がない」）が表のトップにある。
個別に見ると、グループ「過疎地域
（全7万未満）」はQ7（「娯楽や買い物、
食事等の場所がないまたは少ないこ
と」）を重視している。これは若い
女子が地域に期待するものを示唆し
ていると考えられる。グループ「非
過疎・5万未満」の場合は、Q2（「所
得があっても収入が低いこと」）、「非
過疎・5万以上～ 20万未満」はQ4（「や
りたいことや活躍の場がない」）、「非
過疎・20万以上」は、Q3（「専門性・
専門知識を生かす場がない」）となっ
ている。
　「原因3」においては、「非過疎・
20万以上」のQ2（「所得があっても
収入が低いこと」）に対し、「全回答
者」を含む他のグループはQ15（「都
会への憧れがあること」）を支持し
ている。
　上記の順位に現れた指標のほか
に、Q10（「町並み、活気ぶり、に
ぎやかさがないこと」）やQ5（「親・
家業の後を継ぐ必要がないこと」）、
Q18（「地域内および地域外への
交通手段がかぎられていること」）、
Q11（「モノや情報（テレビ・ラジ
オ局が少ない等）の入手がしにくい
こと」）も注目されている。 

 
図３　原因とされた指標および一番から三番の
　　　原因に選ばれた指標
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 3.2 原因１に対する原因2の内訳

　ここでは、前節のデ
ータをさらに詳しく視
覚化する。
　図4（上）に示す
ように、全回答者の
43.3% はQ1（「就職先
がないこと」）を「原
因1」としている。そ
し て、 そ の う ち の
33.3%はQ2（「就職が
あっても収入が低いこ
と」）、21.4%はQ4（「や
りたいことや活躍の場
がない」）、16.7%はQ3
（「専門性・専門知識を
活かす場所がないこ
と」）の順に原因2を決
めている。また、Q2
（「就職があっても収入
が低いこと」）を原因2
と選んだ21.6%の回答
者の3分の1はQ1（「就
職先がないこと」）を
原因2としている。第
3の原因1は回答者の
18.6%を 占 め るQ15
（「都会への憧れがある
こと」）で、そのうち
の27.8%はQ10（「町並
み、活気ぶり、賑やか
さがないこと」）を選
択していることが分か
る。
　次に、グループ「過
疎地域（全7万未満）」
に着目する。図4（中）
より容易に分かるよう
に原因1の第1位はQ1
（「就職先がないこと」）
で、その割合は47.8%
である。その中の約半

図４　原因1に対する原因2の内訳
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分（45.5%）の回答者
は、Q7（「娯楽や買い
物、食事等の場所がな
いまたは少ないこと」）
を、27.3%はQ4（「 や
りたいことや活躍の場
がない」）を原因2とし
ている。
　実は、このQ4は21.7
%の回答者により第2
の原因1として選択さ
れている。そしてその
中の40.0%は、Q3（「専
門性・専門知識を活か
す場がない」）を原因2
としている。
　グループ「非過疎・
5万未満」（図4・下）
の原因1はQ1（「就職
先がないこと」）とQ2
（「就職があっても収入
が低いこと」）の順に
大きく、それぞれの割
合 は46.4%と28.6%で
ある。また、これらの
原因2の最も割合の大
きい指標は、Q1では
Q2（61.5%）、Q2で は
Q1（37.5%）である。
　図5（上）はグループ「非過疎・5万上～ 20万未満」の内訳を示す。原因1の39.1%を占め
るQ1（「就職先がないこと」）はQ2（「就職があっても収入が低いこと」）とQ4（「やりたい
ことや活躍の場がない」）により構成され、それぞれは33.3%と22.2%を占める。一方で、原
因1の第2位は21.7%のQ15（「都会への憧れがあること」）であるが、その中の原因2は全部同
じ20.0%という割合になっている。
　なお、グループ「非過疎・20万以上」のグラフは図5（下）にある。これより、原因1の第
1位と第２位はそれぞれQ1（「就職先がないこと」）とQ15（「都会への憧れがあること」）で、
占める割合は37.5%と25.0%である。またQ1に対する原因2の内訳は、Q3（「専門性・専門知
識を生かす場がない」）の33.3%により支配され、他の指標は11.1%になっている。同様に、
Q15に対する原因2はQ10（「町並み、活気ぶり、賑やかさがないこと」）に代表され、人数の
3分の1がこの指標を指している。
　以上のグラフは、「就職に関係すること」の後に、「楽しいもの」や「憧れ」が地元に戻ら
ないまたは戻れない現象に関与していることを示唆している。

図５　原因1に対する原因2の内訳―続
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3.3 因子分析による処理

　本節では、18個の要素の共通性を因子で表し、分類化を行う。
　最初に、「全回答者」の「直交回転後の因子負荷量」を求める。ここでは、「累積寄与率」
が70%に達する因子数を目指したが、10因子の時点で58.4%にしかならず、またそれ以上因
子の個数を増やしても指標の分類が困難になるため、ここでは、参考のために、図6の表で
全回答者の特徴を考える。
　寄与率が最も高い第1因子はマイナスの側面を提示するQ7（「娯楽や買い物、食事等の場
所がないまたは少ないこと」）、Q10（「町並み、活気ぶり、にぎやかさがないこと」）とQ11（「モ
ノや情報（テレビ・ラジオ局が少ない等）からなる。また、これらの「負荷量」は負の値に
なので、これらの指標の“ない”度が高くなればなるほど、つまりなければないほど地元に
は戻らないという解釈になる。このように第1因子は「娯楽性」の強い因子を表していると
言える。
　第2因子は、Q3（「専門性・専門知識を生かす場がない」）とQ4（「やりたいことや活躍の
場がない」）からなり、ここでは「適材適所・活躍の場」というふうに定義された。
　なお、第3因子はQ1（「就職先がないこと」）とQ2（「就職があっても収入が低いこと」）で
合成されるので、「就職・収入」で表すことができる。
　このように第1因子～第3因子を見ると、回答者は、全体として、「娯楽」、「就職」と「収入」
に影響されると思われる。これらに第4因子を追加して、累積寄与率を30%ほどまで上げると、
「将来・気候」といった因子が関与してくることが分かる。
　興味深いことに、Q14（「地震や津波、火山噴火等の少ない地域で生活をしたい」）とQ15（「都
会への憧れがあること」）の「共通性」は、本研究で基準としている0.4より低いので、算出
された第1～第10因子で表現するのは困難とみなしている。

 

　図 6　全回答者の因子分析

　グループ「過疎地域（全7万未満）」の「直交回転後の因子負荷量」は図7のようになり、「累
積寄与率」は8個の因子で70%に達した。
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　第1因子はQ7（「娯楽や買い物、食事等の場所がないまたは少ないこと」）、Q9（「進学先で
築き上げた交友や交際関係の影響がある」）とQ10（「町並み、活気ぶり、にぎやかさがない
こと」）をまとめているので、「娯楽・街並み・出会い」のような属性でくくることが可能な
これらの要素の度合いが高ければ高いほど地元には戻らない。
　第2因子はQ2（「就職があっても収入が低いこと」）、Q4（「やりたいことや活躍の場がない」）、
Q5（「親・家業の後を継ぐ必要がないこと」）、Q6（「家族や周辺の人たち等が地元以外での
活躍を後押し・応援すること」）の共通な部分からなり、「収入・活躍の場・家業・応援」で
表される。
　次に、Q3（「専門性・専門知識を生かす場がない」）とQ11（「モノや情報（テレビ・ラジ
オ局が少ない等）が生成する第3因子の負荷量は正の値なので、なければないほど地元には
戻らないという事象への影響は小さく、地方からの若者の流出の説明にはあまり貢献しない
と考えるのが妥当である。
　したがって、残りの因子の中で重視しなければならないのは、第4因子（「憧れ・家庭事情・
交通」）、第6因子（「将来」）と第8因子（「就職」）である。
　このように、このグループの回答者に影響するのは「若者向けの町」、「出会い」、「収入・
活動の場」と「職業」といった順位に並べられる要素になると言えよう。

 

　図 7　「過疎地域（全7万未満）」の因子分析

　下記の図8は「非過疎・5万未満」の処理結果である。ここでは、9個の因子で累積寄与率
70％になっている。
　第1因子の因子負荷量は、全部、正の値なので、回答者は少なからず、他の因子を構成す
る要素と比べ、Q10（「町並み、活気ぶり、にぎやかさがないこと」）とQ11（「モノや情報（テ
レビ・ラジオ局が少ない等）を積極的に評価しているとは言えない。
　しかし、Q15（「都会への憧れがあること」）の負荷量も正の値なので、この評価が高けれ
ば高いほど、「地元には戻らない・戻れない」という解釈になるので、ここではQ15のみか
らなる第1因子を考慮する。他方で、第2因子を作り出しているQ1（「就職先がないこと」）
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とQ2（「就職があっても収入が低いこと」）と第3因子を導出しているQ7（「娯楽や買い物、
食事等の場所がないまたは少ないこと」）とQ18（「地域内および地域外への交通手段がかぎ
られていること」）に加え、第6因子のQ13（「雪や台風等の自然現象の少ない地域で生活を
したいこと」）、第7因子のQ3（「専門性・専門知識を生かす場がない」）Q4（「やりたいこと
や活躍の場がない」）等の因子は大都市部への若者の流出と関係していると思われる。
　したがって、因子を高い影響力の順におくと、「街並み・情報。憧れ」、「就職・収入」、「娯
楽・交通」、「気候」と「専門職・活躍の場」のようになる。

 

　図 8　「非過疎・5万未満」の因子分析

　次に、「非過疎・5万以上～ 20万未満」のグループに着眼する。図9にあるように累積寄与
率70%は8個の因子で満たされる。
　第1因子の因子負荷量は正の値なので、先述の分析のとおり、回答者が重視した指標はこ
の因子を構成する要素以外のものである。
　同様に、第2因子のQ6「家族や周辺の人たち等が地元以外での活躍を後押し・応援する等」
は否定文ではなく肯定文なので、“そう思う”の評価は比較的に目立ったものではなかった
と思われるにも関わらず、第2因子を構成するQ7（「娯楽や買い物、食事等の場所がないま
たは少ないこと」）、Q10（「町並み、活気ぶり、にぎやかさがないこと」）とQ11（「モノや情
報（テレビ・ラジオ局が少ない等）は現象の説明要素と見なすことが可能である。
　また、Q1（「就職先がないこと」）とQ2（「就職があっても収入が低いこと」）から発生す
る第3因子、およびQ3（「専門性・専門知識を生かす場がない」）とQ4（「やりたいことや活
躍の場がない」）の共通性を表す第4因子は過疎化の説明に貢献している。
　ここでは、第5因子には正（Q15（「都会への憧れがあること」）とQ18（「地域内および地
域外への交通手段がかぎられていること」））と負（Q5（「親・家業の後を継ぐ必要がないこ
と」））の因子負荷量が混在していることに注意されたい。よって、第5因子はQ15とQ5によ
り代表されると考えるのが妥当である。
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　図 9「非過疎・5万以上～ 20万未満」の因子分析

 

　図 10「非過疎・20万以上」の因子分析

　図10に示すグループ「非過疎・20万以上」の因子分析より累積寄与率70%は7個の因子で
得られた。また、上述の因子の解釈の仕方を踏まえると、第1因子、第5因子と第6因子を説
明変数と見なすのが妥当である。他の因子に含まれる指標は、変数の役割をもつもの、過疎
化の原因として評価された時の重みは、他と比べ、それほど大きくなかったと考えらえるた
めである。
　ちなみに、第1因子はQ12（「将来、子育ての際の暮らし・医療・教育環境に満足していな
いこと」）、Q13（「雪や台風等の自然現象の少ない地域で生活をしたいこと」）とQ14（「地震
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や津波、火山噴火等の少ない地域で生活をしたい」）、第5因子はQ8（「地元の友達や交友関
係の人たちが地元を離れていること」）、Q9（「進学先で築き上げた交友や交際関係の影響が
ある」）、Q10（「町並み、活気ぶり、にぎやかさがないこと」）、第5因子はQ2（「所得があっ
ても収入が低いこと」）の共通性から求められる。
　以上のことより、「将来・自然現象」、「交友・出会い・町並み」と「収入」を表す要素が、
この順に重視されたと考えらえる。
 

4. 考察

　以上の分析結果を図11のようにまとめることができる。各々の枠組みは、四つの図形から
成り、一つの地域を表す。まず、左側の長方形は18個の指標を表す。そこから共通な部分を
取り出すと中心の円形状の図形が得られる。これらの共通因子は若者が地元に戻らない・戻
れない原因になり、右側の長方形を引き起こし、これにより下部の長方形の中の現象を加速
化させて、結果的には、再度中心の楕円形にたどり着いて悪循環状態に陥る。ここでは、中
心部の楕円形に示す共通因子の影響力は上から下への順に弱まるということに注意されたい。

　図 11　各グループのモデル
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　グループ「過疎地域」の特徴を表す上位の通因子は「娯楽・出会い・町並み」、「収入・活
動の場・家業」と「将来のこと・就職」であるのに対し、グループ「非過疎・5万未満」の
それは、「町並み・情報・憧れ」、「就職・収入」と「娯楽・交通の便・気候」、グループ「非
過疎・5万以上～ 20万未満」では「奨励・娯楽・町並み」、「情報・就職・収入」と「専門職・
活動の場」、グループ「非過疎・20万以上」では「将来・自然現象」、「交友関係・出会い」と「町
並み・娯楽・収入」である。
　次に、財政と自治体の規模を考慮しながらこれらの地域の特徴を考えてみる。過疎地域で
は、限られた財源で緊急性を要するような問題に取り組まなければならず、娯楽や町並みと
いった若者を満足させるような計画の実施は一般に困難であるため、第一の共通因子として
出現すると思われる。「非過疎・5万未満」の地域では、人口が比較的に安定または緩やかに
減少しているため、街づくりや複合商業施設の開発等が見られるので、このような施設のほ
か、テレビやラジオの民放局等がたくさんある大都市部等への憧れが生まれると推測できよ
う。「非過疎・5万以上～ 20万未満」のグループには、「非過疎・5万未満」に属する自治体
と似たような規模および財政状況に加え人口が比較的に多いため、過疎地域や小規模な非過
疎地域の両方の共通因子があらわれるほか、「専門職」の有無は自治体の規模が中核都市規
模に近づくに連れ影響が増すと考えられる。なお、「非過疎・20万以上」の自治体には、さ
まざま施設と多種多彩な工業・商業があるため娯楽や就職ではなく、将来や自然現象等といっ
た指標が着目されると思われる。

5. 結び

　本研究では、「大学や短大、専門学校等の卒業後、地元には戻らない・戻れない」原因を
調べるためのアンケート調査を実施し、因子分析でデータを解析した。その結果、各地域の
特徴を抽出することができたが、ここでは19-20歳の女子短大生のみのデータを収集してい
るので、結果の解釈には慎重であるべきだけではなく、決定的な結論付けにはさらなる研究
が必要である。
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